
Ver 1.0
令和8年7月



角田市DX推進計画（目次）

第1章 総論（Why & Vision）
1-1. 計画策定の背景と目的

1-1-1 社会情勢の変化（人口減少、デジタル社会の進展）
(1) 人口減少と少子高齢化の進行
(2) デジタル社会の進展と国の動向
(3) 自治体DXの定義と必要性
(4) 行政価値の進化とこれから求められる公務員像（第四世代への進化）

1-1-2 角田市の現状と課題
(1) DXに対する職員の意識と期待感
(2) メインイシュー：「DXが組織で主体的に推進されるためには？」（3つの壁）
(3) SWOT分析から見えた変革の可能性と脅威

1-1-3 計画の位置付け
(1) 「角田市第6次長期総合計画」との整合と「市民力」の底上げ
(2) 既存のデジタル施策（業務改革等）の加速化
(3) 各種条例等との整合性および継続的な見直し

1-2. 目指すべき姿（Vision）
1-2-1 目指すべき姿と行動指針

(1) 目指すべき姿（ゼロ・グラビティ・シティ）
(2) 行動指針と組織効力感の醸成（5つのミッション）

1-2-2 計画の全体像（EX・OX・CXの概念図）

第2章 重点施策の展開（What & How） 〜3つの変革領域〜
2-1. Domain Ⅰ：EX（組織・文化の変革 / Employee Experience Transformation)

【基本方針】新しい働き方と組織文化の醸成
【主要施策】

(1) 現場の「時間」を取り戻す（部署横断的な業務制度、柔軟な働き方）
(2) 誰もが取り組める「武器」の配備（インフラ整備、ノーコードツールの活用、自主勉強会の奨励）
(3) 「挑戦」に向けたインセンティブの再設計（多角的人事制度、インセンティブ制度、ナレッジシェア、スキルエンブレム）
(4) 組織文化のオープン化と外部ネットワークの構築（外部人材活用、DX推進委員配置）

2-2. Domain Ⅱ：OX（業務の変革 / Operational Transformation）
【基本方針】データと先端技術に基づくスマートな業務実現
【主要施策】

(1) BPRの徹底とルールの書き換え（Fit to Standard仕組化、意思決定の合理化、条例等との整合性）
(2) リソースの最適化と民間力の積極活用（BPO、PPP/PFI等民間力の積極活用、ノンコア業務の徹底排除）
(3) スマートな業務プロセスの構築と自動化（End to Endのデジタル化・自動化、AI、RPA、ロボティクス等の活用）

2-3. Domain Ⅲ：CX（市民サービスの変革 / Citizen Experience Transformation）
【基本方針】市民一人ひとりに寄り添う価値創造と未来技術の実装
【主要施策】

(1) 住民接点のデジタル化とワンストップ化（フロントヤード、バックヤード改革の推進）
(2) 個別最適化された情報の提供（プッシュ型情報発信）
(3) 誰一人取り残さない支援（デジタルデバイド対策）
(4) オープンデータの推進とシビックテックとの共創
(5) 未来技術の実装と地域価値の創出

第3章 推進体制と進行管理（Who & When）
3-1. 推進体制

3-1-1 全庁的な推進体制
3-1-2 DX推進ワーキンググループの役割

3-2. ロードマップ
3-2-1 短期、中期、長期のステップ

3-3. 重要業績評価指標
3-3-1 KGI-KPI

【資料編】
・角田市DX推進計画ワーキンググループ 検討経緯
・職員アンケート結果 分析概要
・用語集
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第1章 総論（Why & Vision）

1-1. 計画策定の背景と目的
1-1-1 社会情勢の変化

(1) 人口減少と少子高齢化の進行
我が国は本格的な人口減少社会に突入しており、本市においても「角田市第6次
長期総合計画」で示されている通り、約40年後には人口が半減すると予想されて
います。生産年齢人口の減少は、地域経済の縮小だけでなく、市役所内部のマン
パワー不足（職員数の減少）を直撃します。これまでの行政サービスや業務手法
を現状のまま維持することは極めて困難な時代を迎えており、限られた人的資本
で多様化する市民ニーズに応え続けるためには、行政運営のあり方を根本から見
直す必要があります。

(2) デジタル社会の進展と国の動向
スマートフォンの普及に加え、生成AI（人工知能）やロボティクス、自動運転な
どの先端技術が急速に進化・社会実装され、私たちの生活や働き方は劇的に変化
しています。
国においては、令和3（2021）年にデジタル庁が創設され、「デジタル社会の実
現に向けた重点計画」が策定されました。また、「自治体情報システムの標準
化・共通化」や「アナログ規制の見直し」など、国を挙げたデジタル改革が強力
に推進されており、自治体にはこれらの国家的プロジェクトへの確実な対応と、
社会の変化に後れを取らないスピード感が求められています。

(3) 自治体DX（デジタルトランスフォーメーション）の定義と必要性
このような社会情勢の中、単に紙をデータ化する「デジタイゼーション（IT
化）」にとどまらず、デジタル技術やデータを戦略的に活用し、行政サービスや
業務プロセス、さらには組織のあり方や文化そのものを変革し、新たな価値を創
出する「自治体DX」の推進が急務となっています。
本市におけるDXとは、「最新のシステムを入れること」自体が目的ではありま
せん。AIやロボティクス等の技術を戦略的に活用・自動化することで職員の業務
負担を軽減し、そこで生み出された時間を「人にしかできない、人に寄り添う
サービス」や「地域の新たな価値創出」に振り向けるための手段です。人口半減
という未来を乗り越え、持続可能なまちづくりを実現するための最重要課題とし
て、本計画を策定しDXを強力に推進します。

第1章 総論（Why & Vision）

1-1. 計画策定の背景と目的
1-1-1 社会情勢の変化
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(4) 行政価値の進化とこれから求められる公務員像

社会情勢が激変する中、行政が提供する価値と、我々公務員に求められる役割も
大きな転換期を迎えています。これまでの行政の主たる役割は、決められた制度
を公平かつ正確に維持することでした。しかしこれからは、AIなどの先端技術を
活用して定型業務から解放され、地域社会に未来の価値をデザインする「創る人
／編む人」へと役割を進化させなければなりません。

【行政価値と公務員像の変遷（第四世代への進化）】

第一世代（1950〜1990年）：拡大・整備期
社会インフラの整備や、行政サービスの「量の提供」が主目的とされた時代。

第二世代（1990〜2010年）：安定・均質期
公平・正確・均質であることが至上命題とされた時代。ミスのない運用と減点回
避が求められ、既存の仕組みを維持する役割が定着しました。

第三世代（2010年〜現在）：人口減少・複雑化期
人口減少が始まり、限られたリソースの中で行政運営の「効率化・持続可能性・
改善」が強く求められている現在のフェーズです。

第四世代（これから）：創造・共創・未来価値の創出期

デジタル技術を前提とし、これまでの常識や業務プロセスを抜本的に再構築する
ことが求められます。職員は作業から解放され、市民や民間企業などと共に角田
市独自の新しい価値を生み出す「創る人／編む人（価値創造の伴走者）」を目指
す必要性が高まっています。

人口半減という未曾有の未来を乗り越えるため、本市が目指すべきは、この「第
四世代」の公務員像です。しかし、本市の組織内部には未だ「第二世代・第三世
代」の旧態依然の仕組みや過重な業務負担という“重力”が色濃く残っており、
次世代への進化を阻む構造的な壁となっています。

本計画は、この理想と現実のギャップを直視し、古い時代の重力から組織と職員
を解放するための強力な推進力（エンジン）となります。
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第1章 総論（Why & Vision）

1-1. 計画策定の背景と目的
1-1-2 角田市の現状

全庁的なDXを推進するにあたり、本市では全職員を対象とした調査および分析
を実施しました。その結果、本市のDXを取り巻く「期待」と「課題」が浮き彫
りになりました。

(1) DXに対する職員の意識と期待感
アンケート結果によれば、約7割の職員が「新しいデジタルツールの導入」に対
して肯定的な期待を寄せており、約6割が「職場に失敗を許容する雰囲気があ
る」と回答するなど、心理的安全性やDXに対する潜在的な意識は決して低くあ
りません。

(2) メインイシュー：「DXが組織で主体的に推進されるためには？」
期待感や安心感があるにもかかわらず、なぜ庁内のDXは自律的に進まないのか。
ワーキンググループでの分析の結果、DXを阻む真の要因は「デジタルツール」
や「個人の意識やスキル」ではなく、市役所内部の構造的な問題にあることが判
明しました。本市がDXを組織で主体的に推進していくためには、以下の「3つの
壁（動機・機会・組織構造）」を打破する必要があります。

①【動機】の壁：変革に対するインセンティブの欠如
現状の業務環境において、職員がDXに挑む「メリット」が乏しいという課題で
す。アンケートでは、「自身のスキルアップ」を仕事のモチベーションとする職
員はごくわずかであり、むしろ「業務を効率化して時間を作っても、新たな業務
が割り振られ負担感は変わらない（または増える）」という懸念が存在していま
す。スキル向上や業務削減が正当な評価や還元（定時退庁など）に直結せず、
「頑張るほど損をする」という構造が、職員の主体的な挑戦意欲を合理的に低下
させています。

②【機会】の壁：実務中核層における時間的資源の枯渇

DXのツールを実業務で活用し、試行錯誤するための「時間（リソース）」がない
という課題です。特に実務の中核を担う中間層の実務負担が過重となっており、
30代のAI活用率が全年代で最低水準にとどまるなど、変化を牽引すべき層が日々
の業務に追われている状態にあります。デジタル化が推進される中で、新しいこ
とに取り組む機会（余白）が構造的に奪われています。

③【組織構造】の壁：変革を支える仕組み・制度の不全
組織全体としてDXを後押しし、定着させるための「ルール」が整っていないと
いう課題です。新しいツールが導入されても、「やめる業務（BPR）の決断」が
行われなければ、現場の業務改善にはつながりません。また、縦割りや現状維持
意識などの旧態依然的な組織構造上の不条理が、全庁的なDXの大きな足かせと
なっています。

本計画では、これらの構造的な課題から目を背けず、市民サービスの向上（CX）
を実現するための大前提として、まず市役所内部の組織文化と業務プロセスを抜
本的にアップデートしていくことを最優先課題とします。

第1章 総論（Why & Vision）

1-1. 計画策定の背景と目的
1-1-2 角田市の現状
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(3) SWOT分析から見えた変革の可能性と脅威
ワーキンググループにおいて、本市のDXを取り巻く内部環境（強み・弱み）と外
部環境（機会・脅威）を整理するSWOT分析を実施しました。

Strength（強み：変革の土台）
・高い心理的安全性：約6割が「失敗を許容する雰囲気がある」と回答
・若手の牽引力：若手層のAI活用率が高く、変化の起点となるポテンシャル所持
・高い期待感： 7割超の職員が新しいデジタルツールの導入に肯定的

Weakness（弱み：内部の課題）
・中間層の停滞：実務の中核を担う中間層が日々の業務に追われている
・BPRの決定不足：「やめる・減らす業務」の決断が組織的に不足
・学習意欲の低迷：インセンティブ不全により、自律的なスキル向上への無関心

Opportunity（機会：追い風）
・生成AI等の技術普及：個人の業務負担を下げる革新的なツールが身近
・社会的なDXの潮流：国や他自治体などにおける先行事例や外部知見が豊富

Threat（脅威：直面するリスク）
・圧倒的な生産年齢人口の減少：角田市の生産年齢人口が半減し、リソース枯渇
・外的動機による推進：職員の離職やモチベーション低下を招くリスク
・デジタルデバイドの拡大：スキルを習得できる層とできない層の格差

この分析から、本市のDXを成功させる鍵は、強みである「若手の牽引力」や「高
い心理的安全性」を活かしつつ、最大の脅威である「中間層の外的動機による推
進」を徹底的なBPRで回避することにあります。
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第1章 総論（Why & Vision）

1-1. 計画策定の背景と目的
1-1-3 計画の位置付け

本計画は、国が示す「自治体DX推進計画」等に基づき、本市におけるデジタル変
革の基本的な方向性と具体的な施策を定めたものです。同時に、本市の各種計画
や条例と密接に連携し、これらを下支えするエンジンとしての役割を担います。

(1) 「角田市第6次長期総合計画」との整合と「市民力」の底上げ
本市の最上位計画である「第6次長期総合計画」では、10年後の都市像として「市
民力咲き誇る。角田市 安心して、いきいきと、誇らしく暮らせるまち」を掲げて
います。本計画におけるDX推進は、この都市像を実現するための手段です。職員
の業務を徹底的に効率化し、そこで生み出した余力（リソース）を「市民への伴
走支援」や「地域課題解決」へシフトすることで、本市が目指す「市民力」の最
大化に貢献します。

(2) 既存のデジタル施策（業務改革等）の加速化

本市ではすでに、「書かない窓口」をはじめとするフロントヤード改革や、各種
手続きのオンライン申請、電子図書館など、市民向けのデジタルサービス（CX）
を先行して展開しています。本計画は、これまでの取り組みを支える「バック
ヤード（組織内部の働き方や業務プロセス）」を強化することで、市民への価値
提供スピードをさらに加速させる位置付けにあります。

(3) 各種条例等との整合性および継続的な見直し
DXの推進にあたっては、新たなデジタル技術（AI・クラウドサービス等）の導入
や業務プロセスの変更が不可避となります。そのため、本計画で推進する施策な
どに伴い、本市の情報セキュリティポリシーや個人情報保護条例、その他関連す
る条例・規則等との整合性を常に確認し、実態に合わないアナログ規制等につい
ては速やかに見直し（条例改正等）を図ります。
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第1章 総論（Why & Vision）

1-2. 目指すべき姿（Vision）
1-2-1 目指す姿と行動指針

(1) 目指すべき姿（Vision）：

「ゼロ・グラビティ・シティ～重力を超えて、もっと自由な明日の角田市へ～」

本市がDXを通じて目指す未来の姿は、様々な制約から解放された「無重力」の状
態です。ここでいう「重力」とは、これまで市役所や地域社会を縛ってきた「物
理的で心理的な手続きのストレス」「前例踏襲文化や組織間の壁」「時間や場所
の制約」などといった見えない負荷を指します。DXの力でこれらの重力から職員
と市民を解放し、これまでにない身軽さと自由な発想で、新たな価値を創造でき
る角田市を実現します。

第1章 総論（Why & Vision）

1-2. 目指すべき姿（Vision）
1-2-1 目指すべき姿と行動指針
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(2) 行動指針と組織効力感の醸成

このビジョンを実現するため、「私たちにはまちや組織をよりよく変えていく力
がある」という強い組織効力感を全庁の共通認識とし、以下の5つのミッションを
行動指針として掲げます。

本計画では、この『組織効力感』を全庁的に育むことを最も重要な行動指針とし、
与えられた業務をこなすだけでなく、自律的に業務を見直し、市民のために何が
できるかを考え抜く、強い組織への進化を目指します。

9

手続き、組織、場所や時間という「重力」は、私たちの動きを鈍らせます。情
報を抱え込むことをやめ、「開かれていること（Default to Open）」を基本に
共有を進めることで、組織全体のスピードを圧倒的に加速させます。

繰り返しの作業や、過剰な根回しという重力に耐える時間をなくします。AIや
デジタルツールを最大限に使いこなし、事務の負担を限りなくゼロに近づける
「すべてを自動化する（Automate Everything）」決意で時間創出に挑みます。

DXの真の目的は、1%の改善ではなく、10倍の価値を生み出す（10x Thinking）
ことです。慣習を脱し、空いた時間で「市民の幸福」や「未来の角田」を自由
にデザインします。

新しい挑戦には、摩擦という熱が必ず伴います。失敗はデータという名の資産
です。完璧を待って停滞するよりも、試行錯誤を繰り返す文化を称賛します。

DXを進める最大の理由は、画面に向かう時間を削り、市民一人ひとりと対話し、
共感し、寄り添う時間を最大化することです。



第1章 総論（Why & Vision）

1-2. 目指すべき姿（Vision）
1-2-2 計画の全体像（EX・CX・OXの概念図）

本市が目指す「ゼロ・グラビティ・シティ」は、単なるシステムの導入では実現
しません。市役所内部の「働き方（EX）」と「業務プロセス（OX）」を抜本的
に変革し、そこで生み出された時間（リソース）を「市民への価値提供（CX）」
へと還元する、3つの変革領域の連鎖（サイクル）によって全体像を描きます。

Domain Ⅰ：EX（組織・文化の変革 / Employee Experience Transformation）
職員が前向きにDXへ挑むための「動機」と「環境」を創出する土台です。減点
主義から加点主義へと評価基準を転換し、挑戦やスキルアップが可視化され、報
われる仕組みを構築します。また、新しい働き方や、地域課題解決への主体的関
与を推奨することで、市役所の外で得た知見を組織に還流させる、しなやかで
オープンな組織文化を醸成します。

Domain Ⅱ：OX（業務の変革 / Operational Transformation）
EXで整えた土台の上に、AIやロボティクス等の先端技術を戦略的に活用し、実業
務の徹底的な自動化と再構築（BPR）を図る領域です。人の手によるアナログな
転記作業や形骸化した定型業務といった「重力」を最新技術で排除し、データに
基づく迅速な意思決定プロセスを構築することで、職員が「企画立案」や「市民
との対話」という本来のコア業務に専念できる時間を生み出します。

Domain Ⅲ：CX（市民サービスの変革 / Citizen Experience Transformation）
EXとOXの変革によって生み出されたリソースを最大限に活用し、市民の暮らし
をより豊かにする領域です。AIなどの先端技術を活用した新たな行政サービスの
創出や民間組織や市民との共創、そして誰一人取り残さないきめ細やかなデジタ
ル支援（伴走支援）を展開し、市の最上位目標の達成に貢献します。

第1章 総論（Why & Vision）

1-2. 目指すべき姿（Vision）
1-2-2 計画の全体像（EX・CX・OXの概念図）
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第2章 重点施策の展開（What & How）

本章では、「ゼロ・グラビティ・シティ」という目指すべき姿と現状のギャップ
を埋めるため、「EX（組織・文化）」「OX（業務）」「CX（市民サービス）」
の3つの領域において具体的な施策を展開します。
DXの恩恵を市民へ届けるためには、まず市役所内部の「重力（非効率や時間場
所の制約）」を取り除く必要があります。EXとOXの変革によって創出された
「職員の余白（時間）」を、CXの最大化へと還元するサイクルを回します。

基本方針：新しい働き方と組織文化の醸成
DXの最大の推進力は「人」です。インセンティブ不全を解消し、一部の専門人
材に頼らずとも、全職員が自律的に学び、挑戦や成果が正当に評価される環境
（土台）を構築します。

主要施策とアクション案：
(1)現場の「時間」を取り戻す（機会の創出）
実務中核層が新しいツールを試行・学習する「余白」を生み出すため、物理的な
負担軽減を最優先で実行します。
【Action】部署横断的な業務制度の導入

繁忙期や突発的な事業について他部署などに人的リソースの融通を
仕組化する。（庁内ポイント制やプロジェクトチームなどの推進）

【Action】柔軟な働き方の導入
フレックスや週休3日、フリーアドレス、リモートワークの検討を
進める。効率化で浮いた時間を休暇や定時退庁に還元するルールの
明示。

第2章 重点施策の展開（What & How）

2-1. Domain Ⅰ：EX（組織・文化の変革）（Employee 
Experience Transformation) 
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(2)誰もが取り組める「武器」の配備（専門人材に頼らない環境構築）
ハードウェアの制約をなくし、ITスキルに不安がある職員でも直感的にデジタル
を活用できる土台を作ります。
【Action】柔軟な働き方を実現する環境の整備

自席、会議室問わずオンライン会議や業務が可能なネットワーク環
境を構築する。また、庁内コミュニケーションのためのチャット
ツールやイントラネットの最適化を推進する。

【Action】ローコード・ノーコードツールの活用
【Action】機能制限の最適化

セキュリティと業務効率のバランスを見直し、設定緩和やライセン
ス配備を進める。

【Action】職員の自主的な勉強会を奨励

(3)「挑戦」に向けたインセンティブの再設計
スキルアップや業務改善への貢献が、目に見える形で評価・還元される仕組みを
導入します。
【Action】多角的な人事制度への刷新

多面評価（360°評価）や、定時退庁・業務削減BPRへの貢献を適
正に評価する仕組みの導入。

【Action】行動を称える表彰やインセンティブ制度
「良い失敗」や業務改善の成功事例を表彰し、予算や備品の優先配
分など多様な還元策を実施する。

【Action】ナレッジシェア（知識共有）の仕組化
現場の工夫や成功事例を全庁的に共有・横展開するプラットフォー
ムを構築。

【Action】スキルエンブレムや庁内広報による機運醸成
デジタルスキルや業務改善に貢献した実績をエンブレム等で可視化
しモチベーションを醸成する。また庁内広報によって積極的に発信
し、全庁的な変革ムーブメントを形成する。

（4）組織文化のオープン化と外部ネットワークの構築
前例踏襲など旧態依然の文化から脱却し、外の知見を取り入れるしなやかな組織
を目指します。
【Action】外部人材の登用と交流
【Action】各部署へのDX推進委員の配置
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第2章 重点施策の展開（What & How）

2-2. Domain Ⅱ：OX（業務の変革）（Operational  
Transformation）

基本方針：データと先端技術に基づくスマートな業務実現
EXで整えたマインドと環境を武器に、業務そのものを根本から見直し、民間活力
と先端技術を用いて再構築します。

主要施策とアクション案：
(1)BPRの徹底とルールの書き換え

「現場の頑張り」に頼るのではなく、組織として業務を捨てる・標準化するプロ
セスを仕組み化します。
【Action】Fit to Standardなど業務改善BPRの仕組化

各課で「やめる・減らす業務」の目標設定と年間管理を行う。
【Action】意思決定プロセスの合理化

事前調整や根回し、多段階のレクなどを見直し、会議や決裁のルー
ルを適宜見直す。

【Action】条例等との整合性を確認

(2)リソースの最適化と民間力の積極活用
業務をスクラップし、行政が担うべきコア業務への集中を図ります。
【Action】BPO、PPP/PFI等民間力の積極活用
【Action】ノンコア業務の徹底排除

定型的なノンコア業務を総合事務センター等へ集約、外部委託を検討

第2章 重点施策の展開（What & How）

2-2. Domain Ⅱ：OX（業務の変革）（Operational  
Transformation）
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(3)スマートな業務プロセスの構築と自動化
人による転記作業などを排除し、データに基づく迅速な意思決定プロセスを構築
します。
【Action】End to Endのデジタル化・自動化

部署間をまたぐデータ連携基盤の構築による、入力から決裁まで
のシームレスな処理

【Action】AI、RPA、ロボティクス等の戦略的活用
生成AIによる高負荷業務の補助や、単純作業のロボティクス代
替可能性を模索する。

【Action】アナログ記録の電子化
手書きの記録、各簿冊子、報告書などの電子化

【Action】データ保存の標準化
データ上の保存規則を統一し、確実な保存、引継ぎを実現する
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第2章 重点施策の展開（What & How）

2-3. Domain Ⅲ：CX（市民サービスの変革）（Citizen 
Experience Transformation ）

基本方針：市民一人ひとりに寄り添う価値創造と未来技術の実装
EXとOXによって創出された「職員の時間」を、人と人との対話や、市民の幸福
をデザインする最前線のサービスへと振り向けます。

主要施策とアクション案：
(1)住民接点のデジタル化とワンストップ化
オンラインとオフラインの垣根をなくし、市民の利便性を飛躍的に高めます。
【Action】フロントヤード改革の推進（住民等ステークホルダーとの接点）
【Action】バックヤード改革の推進（書かない/待たない/行かない窓口の実

現）

(2)個別最適化された情報の提供
行政から市民へ、必要な情報を最適なタイミングで届けます。
【Action】プッシュ型広報の実現

(3)誰一人取り残さない支援（デジタルデバイド対策）
デジタル技術の恩恵をすべての市民が享受できる体制を構築します。

(4)オープンデータの推進とシビックテックとの共創
行政データを解放し、市民や民間企業が自由に活用できる環境を整え、地域の課
題解決を官民一体で進めます。

(5)未来技術の実装と地域価値の創出
角田市全体を「未来技術のテストベッド（実証の場）」として開放し、地域の新
たな魅力を生み出します。

第2章 重点施策の展開（What & How）

2-3. Domain Ⅲ：CX（市民サービスの変革）（Citizen 
Experience Transformation ）
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第3章 推進体制と進行管理（Who & When）

3-1. 推進体制
3-1-1 全庁的な推進体制

本計画が目指す「ゼロ・グラビティ・シティ」の実現には、一部の専門部署だけ
でなく、全庁が一体となって自律的にDXを推進する体制が不可欠です。本市で
は、人事・財政・デジタルの各中核部署が連携し、機動的（アジャイル）に変革
を実行する体制を構築します。

3-1-2 DX推進ワーキンググループの役割

総務部内に設置された「角田市DX推進計画策定ワーキンググループ（WG）」は、
現場のリアルな課題（重力）を抽出・分析し、解決策をボトムアップで提案する
「変革のコアエンジン」を目指します。

(1) 現場の「構造的なバグ」の特定と改善提案

職員アンケート等のデータ分析を通じて、組織文化など、現場が抱える「見えな
い壁」を浮き彫りにし、経営層や関係部署に対して具体的な提案をします。

(2) 全庁への「ゼロ・グラビティ・マインド」の波及
WGのメンバー自らが「行動指針」を体現するモデルとなり、庁内でのDXに向け
た新しい文化を草の根で広げていく役割を担います。

(3) 部署間のハブ機能（ネットワーク化）

WGでの活動を通じて得られた知見や他部署の成功事例、業務内の工夫を庁内で展
開する「ハブ」として機能し、組織横断的な連携（横串）を促進します。

第3章 推進体制と進行管理（Who & When）

3-1. 推進体制
3-1-1 全庁的な推進体制

3-1. 推進体制
3-1-2 DX推進ワーキンググループの役割

16



第3章 推進体制と進行管理（Who & When）

3-2. ロードマップ
3-2-1 短期（集中取組期間）、中期、長期のステップ

本市が目指す「ゼロ・グラビティ・シティ」の実現に向け、まずは変革のボトル
ネックとなっている「組織文化（EX）」と「業務プロセス（OX）」の改善（重
力の排除）に集中的に投資します。
ロードマップは、明日からでも実行可能な「短期（Quick Win）」、制度改正や
外部連携を伴う「中期（Big Move）」、そして新しい市役所の当たり前として定
着させる「長期」の3ステップで構成します。

第3章 推進体制と進行管理（Who & When）

3-2. ロードマップ
3-2-1 短期、中期、長期のステップ

17



18

3-3. 重要業績評価指標
3-3-1 KGI-KPI

以下の指標を設定し、定期的な進捗管理と見直しを行います。



【資料編】
角田市DX推進計画ワーキンググループ検討経緯
【資料編】
角田市DX推進計画ワーキンググループ 検討経緯
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【WG全体フェーズ】

フェーズ0：立ち上げ・設計（〜11月末）
WGの目的・役割の明確化
年度末までのロードマップ案合意
会議運営フォーマット／共有フォルダ整備

フェーズ1：インプット収集（12月）
他自治体のDX WG・計画・事例リサーチ
先進自治体や企業のビジョン・施策の収集、研究
庁内に向けた情報発信の開始

フェーズ2：角田市の現状把握（12月〜1月前半）
角田市の現状把握・庁内調査（手段検討）
DXや行革等の現状確認・整理

フェーズ3：分析・課題設定（1月）
SWOT分析（内部・外部の整理）
ロジックツリーで「DXで解くべき課題」を構造化
主要課題の優先順位付け

フェーズ4：アクション案・ロードマップ案（2月）
解くべき課題ごとの打ち手（アクション）案出し
実現可能性・インパクトで整理（マトリクス）
短中長期のロードマップ素案

フェーズ5：とりまとめ・庁内共有（3月）
DX推進計画（案）の作成
庁内共有とフィードバック反映
次年度以降の方向性整理



【資料編】
角田市DX推進計画ワーキンググループ検討経緯
【資料編】
職員アンケート結果 分析概要
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【資料編】
用語集
【資料編】
用語集
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用語 説明

AI 業務効率化や住民サービス向上を目的に導入する人工
知能技術

BPO 窓口業務、事務処理、コールセンターなどの行政事務
の一部を、外部の専門企業に一括して委託する仕組み

BPR
行政コストの削減や住民サービス向上目指し、前例踏
襲や複雑な手順を廃止しDXの活用や民間委託を前提と
した業務プロセス

End to End 行政手続きのすべてのプロセスを、紙や人手を介さず、
一貫してデジタル化・自動化する取り組み

Fit to Standard

従来の「自治体の業務に合わせてシステムをカスタマ
イズする」手法をやめ、「国の標準仕様に合わせて業
務をシステム側に合わせる」というアプローチ

KGI・KPI
KGI（重要目標達成指標）は最終的な成果目標であり、
KPI（重要業績評価指標）はその達成に向けた具体的
な行動・中間指標

PPP/PFI
公共施設の設計・建設・運営・維持管理に民間の資金、
経営ノウハウ、技術力（公民連携）を活用し、行政コ
ストの削減や住民サービスの向上を目指す手法

RPA パソコン上の定型的な事務作業をソフトウェアロボッ
トが自動化する技術

SWOT分析
職場の内部環境（強み・弱み）と外部環境（機会・脅
威）を整理し将来の政策や戦略を立案するためのフ
レームワーク

アウトソース 地方自治体が担う事務や窓口業務の一部を、民間のノ
ウハウを活用して外部事業者へ委託すること

アナログ 紙の書類、FAX、電話、対面業務、目視確認など、物
理的な形式で管理されている情報や業務プロセス

アナログ規制 書面掲示、対面講習、目視検査など、紙や人を前提と
した法令・条例等のこと

インセンティブ(経済的) DX推進の成果に応じ、給与・賞与への反映や昇進、手
当の支給など、金銭や処遇面で報いる動機付けのこと

インセンティブ(心理的) 表彰や称賛、スキル習得による達成感など、内面的な
満足度を高めることでDXへの意欲を引き出す動機付け

イントラネット 市役所や関連施設を専用回線で繋いだ安全な閉域ネッ
トワーク

エンゲージメントスコア 組織の目標やビジョンに共感し、愛着や信頼を持って
主体的に貢献しようとする意欲を数値化した指標

オープンデータ
地方自治体が保有する公共データを、誰もが機械判読
に適した形式（CSV等）で、商用・無償で再利用でき
るように公開した情報
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外的動機
職員が業務に取り組む意欲が、報酬、評価、義務、罰
則といった外部からの刺激や要因によって引き起こさ
れる状態

書かない窓口
市役所などの窓口で、マイナンバーカードや免許証を
提示することで、氏名や住所の「手書き」を不要にす
る行政サービス

ギャップ 「理想・目標」と「現状」の間にある構造的なズレや
差

クラウドサービス
データやソフトウェアを組織内部で所有・管理せず、
インターネットを経由して、必要な分だけ利用できる
サービス

コアエンジン 改革を加速させるために中心となるデータ、人材また
はそれを刺させる体制のこと

コア業務
福祉向上や地域課題の解決に直結する高度な判断や知
識が必要な中核的業務（企画立案、政策決定、総合調
整など）

シームレス
住民や職員が行政サービスや業務プロセスを意識する
ことなく、一連の流れとしてスムーズに利用・実行で
きる状態

時間的資源（時間的リソース） 業務・意思決定などに費やされる「時間」そのものを
有限な価値ある資産と捉えたもの

実務中核層 組織において、日々の具体的な業務（実務）を能動的
に推進し、現場の中心的役割を担う人材の層

シビックテック
市民が主体となり、IT技術を活用して、地域の課題解
決や行政サービスの向上を目指すボトムアップの取り
組み

人的リソース 目標達成のために活用する「ヒト」という経営資源
（労働力、知識、スキル、経験、創造性）のこと

スキルアップ 単に現状の能力を磨くだけでなく、新しいスキルや資
格の取得も含まれる自己研鑽

スキルエンブレム 職員が持つ専門知識（AI、セキュリティ、システム設
計など）を可視化する仕組み

ステークホルダー
地域住民のように行政の施策や意思決定によって直
接・間接的な影響を受ける、あるいは与えるすべての
利害関係者

ゼロ・グラビティ 無重力
組織効力感 目標達成の信頼がある組織全体の自信や有能感

デジタイゼーション（IT化）
紙や対面で行われていたアナログな行政手続きや業務
プロセスを、デジタル技術を用いて電子化・デジタル
データ化する取り組み

デジタルスキル デジタル技術（AI、IoT、データ分析、クラウド等）を
活用して業務の価値を高める能力

デジタルツール
パソコンやソフトウェア、クラウドサービスなど紙や
人手によるアナログな業務を効率化・自動化・電子化
する道具の総称

デジタルデバイド対策
DX化によりデジタル機器やインターネットの利用が不
慣れな高齢者等が取り残されないよう、支援を行う仕
組み
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デジタル社会
デジタル技術をあらゆる分野で活用し、社会・経済の
利便性や創造的発展、そして「誰一人取り残されな
い」多様な幸せ（Well-being）が実現される社会

テストベッド
公共施設、行政データなどを、ドローン、AI、IoT技術
などの最先端技術の「実証実験の場」として民間企業
等に提供する取り組み

ナレッジシェア
業務の属人化を防ぐなど組織内で個人が持つ有益な経
験、ノウハウ、事例などの知識を、チーム全体で共
有・活用できる仕組み

ノーコードツール
IT知識がない職員でも紙業務のデジタル化、申請
フォーム作成などの内製化が低コスト・短期間で可能
とするアプリやWebサービスの開発ツール

ノンコア業務 書類のデータ入力、施設管理、給与計算、窓口対応な
どの定型業務

バイアス 政策立案や意思決定過程において、組織の維持・固定
観念、先入観により生じる「判断の偏り」

バックヤード 住民の窓口対応（フロントヤード）以外で行われる、
データ処理、審査、内部事務などの裏方業務全般

ハブ 個々を能力を分配し、１つにまとめる中継点の役割

フェーズ 業務プロセスや組織文化の変革を目指す計画的な工程

プッシュ型

行政がデータを活用し、住民等が情報を探したり申請
したりする前に、能動的・一方的に必要な情報やサー
ビスを送り届けるアプローチ（LINE、SNS、アプリな
ど）

フレックス（フレックスタイム制）
あらかじめ決められた総労働時間の範囲内で、従業員
が日々の始業・終業時刻、労働時間を自由に決めて働
ける制度

プロジェクトチーム
異なる部署や専門スキルを持つ人材を一時的に集めて
結成され、共通目標達成や迅速な課題解決に適した組
織形態

フロントヤード改革

自治体と住民の接点（窓口や申請手続き）において、
デジタル技術やマイナンバーカードを活用し、「行か
せない・書かせない・待たせない」行政サービスへ転
換する取り組み

ボトムアップ
職員それぞれが課題を見つけ、意見やアイデアを提
案・実践し、それが自治体の計画や政策に反映される
手法

マインドリセット

行政職員が持つ前例踏襲やできない理由を探すといっ
た固定化された思考パターンを一度白紙に戻し、時代
や環境の変化に対応できる柔軟な考え方や当事者意識
へ転換すること

マンパワー不足 業務遂行に必要な人数、またはスキル・経験を持つ人
材が足りていない状態

メインイシュー イシューが「論点・課題」全般を指すのに対し、メイ
ンイシューはその中で特に重要なもの

余白 デジタル技術で業務を効率化した結果で生まれる時
間・精神的ゆとりのこと
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リソース
「資源」や「資金」「供給源」を意味し、仕事の達成
に必要な人、モノ、金、時間、情報などの全要素を指
す

リモートワーク 自宅やサテライトオフィスなど、庁舎以外の場所で
ICTを活用して働く形態

レク（レクチャー） 現在抱えている案件や、今後実施予定の施策について
詳細に説明し、理解や了承を得ること

ローコード 専門的なプログラミング知識がなくとも職員自らが業
務アプリなどを短期間・低コストで開発する手法

ロードマップ 目標に向けた具体策、優先順位、時間軸（3年～10年
程度）を整理した計画書

ロボティクス
AIやRPA、物理的なロボット技術を活用して、行政手
続きの自動化や業務の標準化、住民サービスの向上を
図る取り組み

ワーキンググループ
特定の課題解決、調査、計画推進のために一時的また
は限定的に組織される、専門性を持つメンバーで構成
された小規模なチーム

ワンストップ化
マイナンバーカードやデジタル技術を活用し、住民が
引っ越しや結婚などの際に、一カ所の窓口（またはオ
ンライン）で手続きを完結させる仕組み

角田市第6次⾧期総合計画 令和4年度から13年度までの10年間（2022-2031）を
対象とする角田市の最上位計画

機動的（アジャイル）
「実施後に修正する」という方針のもと、社会情勢や
住民ニーズの変化に合わせて、迅速かつ柔軟に政策や
システムを改善・構築する手法

共創体制

自治体、住民、企業、学校など多様な主体が対等な立
場で連携し、地域の課題解決や新たな価値（サービ
ス・産業）を共に創り出していく仕組みや組織の在り
方

行動変容 意識や考え方の変化に伴い、人の行動や習慣が望まし
い方向へ変わり、それが定着していく一連のプロセス

自治体DX（デジタルトランスフォーメー
ション）

地方自治体がAIやIoT、マイナンバーカードなどのデジ
タル技術・データを活用し、住民サービスの向上と行
政の業務効率化を実現する取り組み

自動運転モビリティ
高齢者の移動支援やドライバー不足解消を目指し、AI
やセンサー技術を用いた車両を公共交通として導入す
る取り組み

情報セキュリティポリシー

組織が保有する情報資産（顧客データ、技術情報な
ど）をウイルス、情報漏洩、不正アクセスなどの脅威
から守るための基本方針、対策基準、具体的な手順を
まとめた文書・ルール

心理的安全性
チーム内で誰に対しても安心して発言や行動ができ、
異なる意見を言っても拒絶や罰せられないと確信でき
る状態

深層分析
データの表面的な傾向だけでなく、その裏側にある隠
れた要因、無意識の心理、または複雑な構造を、多層
的・詳細に掘り下げる分析手法
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人口半減
現在の日本の人口（約1億2,600万人）が、2100年まで
に6,000万人から7,000万人台前半（現在の半分近く）
にまで急激に減少する社会状況

人的資源（ヒューマンリソース） 社会福祉や地域社会の維持・発展のために必要な、職
員の経験、スキル、意欲等のこと

人的資本（ヒューマンキャピタル）

従業員が持つ知識、スキル、能力、経験、意欲を「資
本（資産）」と見なし、教育や訓練を通じて投資する
ことで、中⾧期的な企業価値向上や生産性向上を目指
す考え方です。人件費を「コスト」ではなく、将来の
収益を生み出す「投資」として捉える点が特徴です。

生産年齢人口 主に経済活動や社会保障の働き手を担う15歳以上65歳
未満の年齢層の人口

変革領域 単なる改善（改善）ではなく、従来のプロセスの根本
的な変革（トランスフォーメーション）を指す
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